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研究成果の概要（和文）：2004年の配偶者特別控除一部廃止の既婚女性の労働供給に対する分析効果の結果、低
所得層における収入増加と中高収入者層の100万円周りへの移動が起こり，皮肉にも、歴史的に存在する、日本
の既婚女性の収入分布の100万円前後における「ゆがみ」はより顕著となった。またこの2004年の改正から得た
経験をもとに、2018年の配偶者控除の改正に関して予測される賃金分布の変化についても追加的分析を行った。
具体的には2004年の時と同様、何か女性の労働供給に対してネガティブなショックが起こった場合、中高所得層
が年収分布上で150万円の少し下の部分に収入を非連続的に減らす事象が起こりうることが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：In this study, I examine how the 2004 tax reform in Japan affected the 
work-hour distribution of married women. Empirical analyses all confirm that the tax reform 
increased the work hours among low-income married women. In addition, some medium- to high-income 
married women greatly reduced their income to just below the conventional income threshold in 
response to an increase in their husbands' income after the tax reform. This evidence indicates that
 this behavior of medium- to high-income wives could be due to an enhanced awareness of the 
conventional income thresholds. It also implies the importance of knowing and understanding the 
potential impact of the tax reform on those who are not the target of it, as well as the conditions 
under which the discontinuous income drop among medium- to high income wives is likely to occur.

研究分野： 労働経済学・応用計量経済学
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１．研究開始当初の背景 

日本には、配偶者の所得が増加するに伴い
所得控除額が減少する配偶者控除制度が存
在する。この配偶者控除制度は、既婚女性
の労働意欲を妨げていることが長年指摘さ
れてきた。しかしながら配偶者控除の縮小
見送りの議論がなされる現在でも、その制
度自体や配偶者控除の縮小が女性の労働供
給に与える影響に関して、十分なエビデン
スが得られているとは言えない状況にある。
例えば、2004年に配偶者の年収が１０３万
円以下の納税者に対して、配偶者特別控除
が廃止となった。しかしながら、その改正
から十分な時間が経過した現在でも、税制
改正の定量的評価を行った研究は非常に少
なく、結果に関してもいまだコンセンサス
には至っていない状況にあった。その理由
の一つに、同時期に起こった、男性労働者
の所得上昇などの税制改正以外の効果と、
税制改正の効果を切り離すことが難しいと
いう技術的側面が存在する。その制約を克
服し、正確な推定を行うには、配偶者の所
得情報など、女性の労働供給に影響を与え
る変数を豊富に含む複数年のデータを入手
した上で、計量経済学の手法としても厳密
に税制改正の効果だけが抽出されるよう熟
慮する必要があった。加えて、「配偶者控
除の縮小の効果は、各所得層の間で異質性
を持つ」という事実が事をより複雑にする。
この、所得層間の効果の異質性と、詳細な
要因分解を同時に考慮した計量経済学の手
法が近年まで未開発であったことも、この
分野の定量評価を遅らせる大きな一因とな
っていた。しかしながら、2010年に提唱さ
れた Firpo, Fortin, and Lemieux の最新の分
解分析（以下、FFL 分解）により、分布全
体に対するさらに細かい分解が可能となっ
た。この手法を日本の配偶者控除の文脈に
応用した研究は Yokoyama (2013)以外いま
だ存在しないが、日本の配偶者控除制度の
性質を考慮すると、この方法なくして厳密
な定量評価は不可能であると言える。そこ
で、本研究では FFL分解を用いて、所得層
間における効果の異質性を明確に検証し、
平均に着目するのではなく、税制改正が労
働時間と所得分布全体にどのように影響を
及ぼすかに関して理論的・実証的分析を行
う必要があった。 

 

２．研究の目的 

日本の配偶者控除制度には、配偶者の所得
増加に伴い、所得控除が減額されるという
特徴がある。この制度的特徴は既婚女性の
労働供給を抑制する方向に作用するため、
配偶者控除の縮小により労働供給が拡大す
ることが予測される。配偶者控除縮小の実

施の見送りが決定した現在、今一度エビデ
ンスに基づいた配偶者控除の影響の定量的
評価を行うことが重要である。本研究では、
配偶者控除縮小が既婚女性の労働供給に与
える影響を理論的・実証的に分析し、エビ
デンスに基づいた政策提言につなげること
を目的とする。 

 

３．研究の方法 

慶應義塾家計パネル調査を用いた実証研究
を行った。応用計量経済学の最新の分解分
析の手法を用い、配偶者控除の縮小が労働
時間と賃金分布全体に与える影響を定量化
する。あわせて、行動経済学的なアプロー
チも同時に行い、両方の手法により説得力
のある結果を導いた。具体的には、FFL 分
解手法において、各 quantile における被説
明変数(ここでは、労働時間と賃金)の総変
化を、係数変化による効果（Structure Effect）
と、属性変化による効果 (Composition 

Effect）に 2分し、さらに、それぞれの効果
を、ひとつひとつの変数レベルまで分解す
る。それにより、労働者の各属性とその係
数がどのように変化し、それらが被説明変
数の全体の分布にどのように影響したか
（有意にプラスの効果を与えたのかなど）
を、数値化した。この分解手法を使用し、
低所得層における分布変化の決定要因が税
制改正であることを確認したうえで、中～
高所得の既婚女性の間で潜在的な行動変容
が見られるのかを検証する。つまり、予算
制約線上の 100万円周りにおける屈曲点が
以前より目立つ形となったために、夫の所
得増加などの、既婚女性の労働供給にマイ
ナスの影響を与えかねない要因変化を受け
て、中高所得層の既婚女性が賃金分布の
100 万円周りの塊に集まるというような行
動変容が起こったのかどうかを検証した。 

 

４．研究成果 

2004 年の配偶者特別控除一部廃止の既婚
女性の労働供給に対する効果を分析した。
その結果、2004年の税制改正は低収入の既
婚女性の労働時間と収入を増加させた一方
で、税制改正に直接的な影響を受けていな
い年収 103万円以上の既婚女性に関しては、
同時期に起こった夫の所得増加傾向を受け、
税制改正によって顕著になった予算制約線
上の 100万円周りの屈曲点まで年収を低下
させるという非連続な収入下落が見受けら
れた。結果として，女性の労働供給を増や
す目的で導入された税制改正であったが、
低所得層における収入増加と中高収入者層
の 100万円周りへの移動が起こり，皮肉に
も、歴史的に存在する、日本の既婚女性の
収入分布の 100万円前後における「ゆがみ」
はより顕著となった。この結果は、
"Women’s Labor Supply and Taxation: 

Analysis of the Current Situation Using Data"

という論文として 2018 年 3 月に Public 



Policy Reviewから出版した。またこの 2004

年の改正から得た経験をもとに、2018年の
配偶者控除の改正に関して予測される賃金
分布の変化についても追加的分析を行った。
具体的には 2004年の時と同様、何か女性の
労働供給に対してネガティブなショックが
起こった場合、中高所得層が年収分布上で
150 万円の少し下の部分に収入を非連続的
に減らす事象が起こりうることが明らかと
なった。この結果は"How the Tax Reform on 

the Special Exemption for Spouse Affected the 

Work-Hour Distribution"という論文として
Journal of The Japanese and International 

Economiesから近日出版される。 
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